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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＬＥＤを一面に有する基盤、及び該基盤の他面に設けられた柱状の保持部を有する光源
部と、
　前記保持部の外周面に保持され、前記ＬＥＤからの熱を放熱する筒形状の放熱部と、
　前記ＬＥＤを覆い、前記ＬＥＤからの光を透過させる覆部とを備える照明装置であって
、
　前記覆部及び前記放熱部は、前記光源部に対して着脱可能に装着されていることを特徴
とする照明装置。
【請求項２】
　前記ＬＥＤを駆動する回路を備える回路部を備え、
　前記回路部は、前記保持部の端部に対して着脱可能に装着されていることを特徴とする
請求項１に記載の照明装置。
【請求項３】
　前記回路部は、前記光源部側の部分と口金部側の部分とに二分されており、夫々が着脱
可能であることを特徴とする請求項２に記載の照明装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発光ダイオード（以下、ＬＥＤという）を光源とする照明装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　２０世紀中には不可能と言われていた青色ＬＥＤの開発は、青色ＬＥＤと、青色の光に
励起され黄色に発光する蛍光体とから構成されるシングルチップ方式の白色ＬＥＤ並びに
、２色以上のＬＥＤによる混光を利用するマルチチップ方式の白色ＬＥＤの商用化を実現
した。
【０００３】
　最近は、小型、省電力というＬＥＤの特徴から、特に照明装置としてのＬＥＤの使用が
急増している。例えば消費電力１Ｗあたりの光束（光源からの光の量）で示す効率が、白
色ＬＥＤは最大３０ｌｍ／Ｗまで達し、白熱電球の１５ｌｍ／Ｗ及びハロゲン電球の２０
ｌｍ／Ｗを越える優れた効率を発揮する。
【０００４】
　上述のようにＬＥＤが照明装置へ使用されることにつれて、様々な技術が提案されてい
る。例えば特許文献１では、複数のＬＥＤ使用に伴う放熱問題を考慮し、複数のＬＥＤが
配置されるＬＥＤ配置面に放熱部が接するように配置した電球形の発光ダイオードランプ
を提案している。
【０００５】
　また、特許文献２では、光源であるＬＥＤと、該ＬＥＤが配設された基板を支持する支
持部およびＬＥＤからの光を反射する載頭錐形の反射部を有する金属体とを備え、ＬＥＤ
の点灯によって発生した熱を、基板から金属体に伝熱し、さらに照明装置本体に伝熱して
放熱する照明装置を提案している。
【０００６】
　従来の白熱電球、蛍光灯等のランプにおいては、夫々の機能に応じてグローブの中を不
活性ガス又は水銀ガスで充填させていた。そのため、グローブ、フィラメント又は口金を
夫々取り外すことが可能に構成することが出来ず、グローブが割れた場合、フィラメント
が切れた場合等において、グローブ又はフィラメントのみを取り替えることが出来ず、い
ずれの場合も白熱電球、蛍光灯全体を取り替える必要があった。
【０００７】
　一方、上述のようにＬＥＤが照明の光源として使用された場合は、グローブの中をガス
で充填させる必要がなくなっており、このような状況の中で、従来のように、グローブの
みが割れた場合も、光源が切れた場合も、電球全体を取り替えるのは、資源の浪費にほか
ならない。
【特許文献１】特開２００５－２８６２６７号公報
【特許文献２】特開２００５－２５１６３７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１の発光ダイオードランプ及び特許文献２の照明装置はいずれ
も、グローブ、光源又は放熱部別の取り外しを考慮していない構成であり、グローブ、光
源又は放熱部の何れかに損傷が発生した場合、依然として発光ダイオードランプ又は照明
装置の全体を取り替える必要があった。
【０００９】
　また、特許文献１の発光ダイオードランプ及び特許文献２の照明装置は、放熱に外気を
利用する空冷式放熱を採用し、複数のＬＥＤ使用に伴う放熱の問題に対応しているが、何
れも空冷式放熱において重要である外気との接触面積の確保について十分に考慮されてい
ないといった問題もある。
【００１０】
　本発明は、斯かる事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、ＬＥＤ
を光源とする照明装置において、光源部、放熱部、覆部又は回路部を、着脱可能に構成す
ることにより、光源部、放熱部、覆部又は回路部毎に取替え又は掃除等のメンテナンスが
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できる照明装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に係る照明装置は、ＬＥＤを一面に有する基盤、及び該基盤の他面に設けられた
柱状の保持部を有する光源部と、前記保持部の外周面に保持され、前記ＬＥＤからの熱を
放熱する筒形状の放熱部と、前記ＬＥＤを覆い、前記ＬＥＤからの光を透過させる覆部と
を備える照明装置であって、前記覆部及び前記放熱部は、前記光源部に対して着脱可能に
装着されていることを特徴とする。
【００１２】
　本発明にあっては、照明装置の光源部、放熱部又は覆部が分離可能に結合されており、
必要に応じて、必要な部分を取り外して取替え又は掃除等のメンテナンスを行う。
【００１３】
　本発明に係る照明装置は、ＬＥＤを有する光源部と、前記光源部のＬＥＤの熱を放熱す
る放熱部とを備えてなる照明装置において、前記光源部に前記放熱部が着脱可能に装着さ
れていることを特徴とする。
【００１４】
　本発明にあっては、照明装置の光源部に放熱部が着脱可能に装着されており、必要に応
じて、必要な部分を取り外して取替え又は掃除等のメンテナンスを行う。
【００１５】
　本発明に係る照明装置は、ＬＥＤを有する光源部と、前記光源部の熱を放熱する放熱部
と、前記光源部を覆い、前記光源部からの光を透過させる覆部とを備える照明装置におい
て、前記光源部は、前記放熱部又は覆部と着脱可能に装着され、若しくは前記放熱部は前
記覆部と着脱可能に装着されていることを特徴とする。
【００１６】
　本発明にあっては、照明装置の光源部が、放熱部又は覆部と着脱可能に装着され、若し
くは前記放熱部が前記覆部と着脱可能に装着されており、必要に応じて、覆部を取り外し
、取替え又は掃除等のメンテナンスを行う。
【００１７】
　本発明に係る照明装置は、前記ＬＥＤを駆動する回路を備える回路部を備え、前記回路
部は、前記保持部の端部に対して着脱可能に装着されていることを特徴とする。
【００１８】
　本発明にあっては、着脱可能に構成された前記光源部又は放熱部に、前記回路部が着脱
可能に装着され、必要に応じて、必要な部分を取り外して取替え又は掃除等のメンテナン
スを行う。
【００１９】
　本発明に係る照明装置は、前記放熱部はコルゲート状の放熱フィンを備えることを特徴
とする。
【００２０】
　本発明にあっては、前記放熱部がコルゲート状の放熱フィンを備えることにより、放熱
に必要とされる前記放熱フィンの比表面積が十分に確保される。光源部から発生する熱は
前記放熱フィンに伝達され、該放熱フィンの表面を介して外気中に放出される。
【００２１】
　本発明に係る照明装置は、電源に接続される口金部を備え、該口金部及び前記光源部の
間に前記放熱部が配設されており、前記コルゲート状の放熱フィンは、前記光源部、放熱
部及び口金部の並設方向を軸として放射状をなしていることを特徴とする。
【００２２】
　本発明にあっては、前記光源部及び前記口金部の間に前記放熱部を配設し、前記光源部
、放熱部及び口金部の並設方向を軸として放射状をなすように、前記コルゲート状の放熱
フィンを設ける。前記光源部の発光により、前記光源部の温度が上昇した場合、前記コル
ゲート状の放熱フィンが高温の前記光源部から低温の前記口金部への外気の流れを誘導し
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、外気による放熱効果を向上させる。
【００２３】
　本発明に係る照明装置は、前記放熱部は複数のメッシュ状の放熱板を備えることを特徴
とする。
【００２４】
　本発明にあっては、前記放熱部が複数のメッシュ状の放熱板を備えるので、放熱に必要
とされる放熱板の比表面積が大きく増加される。光源部から発生する熱は前記放熱板まで
伝達され、該放熱板の外側及びメッシュ間を通流する外気中に放出される。
【００２５】
　本発明に係る照明装置は、前記放熱部は多孔質の放熱ブロックを備えることを特徴とす
る。
【００２６】
　本発明にあっては、前記放熱部は多孔質の放熱ブロックを備える。該多孔質の放熱ブロ
ックの内部には無数の開気孔及び閉気孔が存在するので、放熱に必要とされる放熱ブロッ
クの比表面積が大きく増加される。光源部から発生する熱は前記放熱ブロックまで伝達さ
れ、該放熱ブロックの表面及び、内部の開気孔及び閉気孔を通流する外気中に放出される
。
【００２７】
　本発明に係る照明装置は、前記放熱部は円錐台形状の放熱笠を備えることを特徴とする
。
　また、本発明に係る照明装置は、前記回路部は、前記光源部側の部分と口金部側の部分
とに二分されており、夫々が着脱可能であることを特徴とする。
【００２８】
　本発明にあっては、前記放熱部は円錐台形状の放熱笠を備えるので、放熱部の比表面積
が大きく増加される。光源部から発生する熱は前記放熱笠まで伝達され、該放熱笠の外側
、及び内側を通流する外気中に放出される。また、円錐台形状をしていることにより、照
射方向を制御することが可能となる。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、ＬＥＤを光源とする照明装置において、光源部、放熱部、覆部又は回
路部が、夫々着脱可能に構成されているので、必要に応じて、光源部、放熱部、覆部又は
回路部毎に必要な部分を取り外し、取替え又は掃除等のメンテナンスを行うことが出来る
。
【００３０】
　本発明によれば、前記放熱部が、前記光源部から発生される熱を外気中に放出するため
の外気と接触する放熱面積を十分に確保でき、放熱能力を向上させることが出来る。
【００３１】
　本発明によれば、前記光源部及び口金部の間に前記放熱部を配設し、前記光源部、放熱
部及び口金部の並設方向を軸として放射状に前記コルゲート状の放熱フィンを設けている
ので、高温の前記光源部から低温の前記口金部への外気の流れが誘導され、放熱効果が向
上される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　（実施の形態１）
　以下、本発明の実施の形態１を、図面を参照して説明する。図１は実施の形態１に係る
照明装置の構成を示す概略要部縦断面図であり、図２は要部分解斜視図である。また、図
３は本発明の実施の形態１に係る照明装置の放熱部２の構成を示す要部分解斜視図である
。
【００３３】
　実施の形態１に係る照明装置は電球状をなし、例えば複数の白色ＬＥＤ１１，１１，１



(5) JP 5063187 B2 2012.10.31

10

20

30

40

50

１，…からなる光源を有する光源部１と、光源部１を覆うドーム状の覆部４と、光源部１
から発生する熱を放熱するための放熱部２と、光源を駆動するための駆動回路部３及び駆
動回路部３を収容する回路収容部６からなる回路部７と、駆動回路部３に電気的に接続さ
れている口金部５とを備えている。
【００３４】
　光源部１は、複数の白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…と、一方の面に複数の白色ＬＥＤ
１１，１１，１１，…が半田付けされた円板状のＬＥＤ基板１２とからなるＬＥＤモジュ
ール１３を備えている。ＬＥＤ基板１２はＬＥＤ基板１２より大径の円板状の基盤１４に
絶縁材（図示せず）を挟んでネジ止め等にて装着されることによって、ＬＥＤ基板１２の
他方の面及び基盤１４の覆部４側の一方の面が熱的に密接されている。基盤１４の他方の
面は、ＬＥＤモジュール１３を保持するための円柱状の保持柱１７の光源部１側面に固定
されており、保持柱１７の口金部５側端部１７ｂは回路収容部６に着脱可能に螺合され、
保持されている。基盤１４の縁には、覆部４が着脱可能に螺合されるためのオネジ部１５
を設けている。また、保持柱１７の口金部５側面にはＬＥＤ基板１２に接続される円筒状
の第１ピンプラグ１６を突設し、駆動回路部３と光源部１との電気的接離が可能に構成し
ている。保持柱１７の中間部１７ａの外周面にはオネジ１７ｃが設けられ、後述の放熱部
２の内側保持筒２２との第２螺合機構を構成することにより、放熱部２が保持柱１７と着
脱可能に螺合されている。一方、保持柱１７の口金部５側端部１７ｂは中間部１７ａより
縮径しており、口金部５側端部１７ｂの外周面にはオネジ１７ｄが設けられ、後述の回路
収容部６のネジ孔６２との第３螺合機構を構成することにより、保持柱１７が回路収容部
６と着脱可能に螺合されている。また、回路収容部６が保持柱１７から着脱されることに
より、回路部７が保持柱１７から着脱されることとなる。基盤１４及び保持柱１７はアル
ミニウム製であり、一体形成されている。また、ＬＥＤモジュール１３、基盤１４及び保
持柱１７は同心的に設けられている。
【００３５】
　ＬＥＤモジュール１３及び基盤１４を覆って保護する覆部４の縁部の内側には、基盤１
４のオネジ部１５と螺合するためのメネジ部４１が設けられ、覆部４は基盤１４に基盤１
４のオネジ部１５と覆部４のメネジ部４１にて形成される第１螺合機構により着脱可能に
螺合される。覆部４は乳白色のアクリル製である。
【００３６】
　放熱部２は、保持柱１７と螺合するためのメネジ２２１が内側に設けられた円筒状の内
側保持筒２２と、内側保持筒２２の外周面に設けられたコルゲート状の放熱フィン２１と
、放熱フィン２１を外側から保持する外側保持筒２３とを備えている。コルゲート状の放
熱フィン２１は環状であって、内側保持筒２２の軸方向に対して放射状をなしている。従
って、高温の光源部１から低温の口金部５へ、つまり、内側保持筒２２の軸方向への外気
の流れを誘導することが可能である。内側保持筒２２、放熱フィン２１及び外側保持筒２
３は何れもアルミニウム製であり、同心的に設けられている。ＬＥＤモジュール１３から
発生する熱は、基盤１４、保持柱１７、内側保持筒２２、放熱フィン２１の順に伝導され
、放熱フィン２１にて該放熱フィン２１の表面を介して外気中に放出される。放熱部２の
内側保持筒２２の内側に設けられたメネジ２２１と、保持柱１７の中間部１７ａの外周面
に設けられたオネジ１７ｃにて構成される前記第２螺合機構により、放熱部２は保持柱１
７へ着脱可能に固定されている。
【００３７】
　口金部５の一端側と連設されている回路収容部６は、口金部５側の端部が先端に向けて
縮径する略円筒状をなしており、ＬＥＤモジュール１３を駆動するための各種回路部品か
らなる駆動回路３１と、一方の面に駆動回路３１が半田付けされている回路基板３２とを
備える駆動回路部３を収容している。回路収容部６は、光源部１側面６３の中央部に、保
持柱１７の口金部５側端部１７ｂのオネジ１７ｄが螺合されるネジ孔（メネジ）６２が開
口され、口金部５側端部１７ｂのオネジ１７ｄと、ネジ孔６２とからなる第３螺合機構に
より、回路収容部６は保持柱１７に着脱可能に取り付けられる。また、回路収容部６は、
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光源部１側の円筒部６Ａ及び口金部５側の縮径部６Ｂに二分されている。円筒部６Ａの縁
部の内側にはメネジ６１Ａが設けられ、縮径部６Ｂの外側にはメネジ６１Ａと螺合するオ
ネジ６１Ｂが設けられ、メネジ６１Ａ及びオネジ６１Ｂが第４螺合機構を構成している。
円筒部６Ａ及び縮径部６Ｂは、前記第４螺合機構によって着脱可能に螺合している。
【００３８】
　一方、回路収容部６の光源部１側面６３の内側には、弾力性を有する掛止部材６４が突
設されており、駆動回路部３の回路基板３２の縁部が掛止部材６４により着脱可能に掛止
されている。回路基板３２の他方の面は、第１ピンプラグ１６が設けられた保持柱１７の
口金部５側面と対向しており、第１ピンプラグ１６の形状に対応して機械的・電気的に接
続する第１レセプタクル（図示せず）が設けられている。また、回路基板３２の一方の面
には駆動回路３１以外に第２レセプタクル（図示せず）が設けられており、後述の口金部
５の第２ピンプラグ５１と機械的、電気的に分離又は接続が可能である。
【００３９】
　略円筒状である口金部５は、外周面が電球ソケットと螺合するためのネジ加工が施され
ており、他端側に底面を有している。口金部５の前記外周面は一極端子５２の役割をなし
ており、前記底面には外周面の一極端子５２と絶縁して他極端子５３が突設されている。
他極端子５３及び一極端子５２は、口金部５の中心に沿って設けられた第２ピンプラグ５
１に接続されており、第２ピンプラグ５１は前記第２レセプタクル（図示せず）を介して
駆動回路部３に接続又は分離される。
【００４０】
　図４は本発明の実施の形態１に係る照明装置の要部電気回路図である。駆動回路部３は
、一端はＬＥＤモジュール１３に、他端は電流ヒューズ５ａを介して口金部５に夫々電気
的に接続されている。駆動回路部３とＬＥＤモジュール１３とは、第１ピンプラグ１６及
び後述の第１レセプタクル３ｇの電気的接続により通電される。また、駆動回路部３と口
金部５とは、第２ピンプラグ５１及び後述の第２レセプタクル３ｈの電気的接続により通
電される。駆動回路部３と口金部５との間の電流ヒューズ５ａは過電流が発生した場合、
速やかに溶断し、発煙，発火が生じ無いように回路を遮断する。
【００４１】
　駆動回路部３は、一定温度以上の熱が加わった場合に溶断して電源を遮断する温度ヒュ
ーズ（又は遮断・接合を繰り返すプロテクタ等）３ａと、過電圧を吸収するバリスタ３ｂ
と、商用交流電圧を全波整流するダイオードブリッジ３ｃと、ダイオードブリッジ３ｃか
らの電流（脈流）をより平坦な直流に変換するための平滑コンデンサ（電解コンデンサ）
３ｄと、平滑された高い直流電圧を、ＬＥＤを駆動するための直流低電圧（例えばＤＣ１
２Ｖ）に降圧するための電源モジュール（例えばＨＩＣ（Hybrid Integrated Circuit）
）からなる商用交流電源に直結可能なＤＣ‐ＤＣコンバータ回路３ｅと、ＬＥＤモジュー
ル１３の電圧を検知するコンデンサ（セラミックコンデンサ）３ｆと、抵抗Ｒ２の直例回
路からなる電圧検知回路と、ＬＥＤモジュール１３の第１ピンプラグ１６と機械的、電気
的に接続する第１レセプタクル３ｇと、口金部５の第２ピンプラグ５１と機械的、電気的
に接続する第２レセプタクル３ｈと、電圧安定用抵抗Ｒ１と、出力電流設定用抵抗Ｒ２と
を備えている。
【００４２】
　上述のように覆部４、光源部１、放熱部２及び回路部７は、第１螺合機構、第２螺合機
構及び第３螺合機構により、夫々着脱可能に取り付けられている。したがって必要に応じ
て必要な部分のみを取り外し、取替え、メンテナンス等を行うことが可能である。例えば
、覆部４が割れた場合は、覆部４を時計方向に回転させることにより、第１螺合機構の螺
合を解除して覆部４を基盤１４から分離し、新しい覆部４に取り替えることが可能である
。また、光源部１に断線が発生した場合、放熱部２の放熱フィン２１に埃が溜まった場合
等には、上述のように覆部４を取り外して保持柱１７を時計方向に回転させることにより
、第３螺合機構の螺合を解除して光源部１及び放熱部２を回路部７から分離した後、放熱
部２を更に時計方向に回転させることにより、第２螺合機構の螺合を解除して光源部１の
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保持部１７から放熱部２を分離し、光源部１の取替え及び放熱フィン２１の掃除を行うこ
とが可能である。
【００４３】
　また、回路部７の回路収容部６内部に収容されている駆動回路部３に断線が発生した場
合等には、回路収容部６の縮径部６Ｂを時計方向に回転させて第４螺合機構の螺合を解除
し、縮径部６Ｂ及び口金部５を取り外した後、掛止部材６４から駆動回路部３を分離し、
駆動回路部３のみを取り替えることも可能である。よって、回路部７全体を保持柱１７か
ら取り外すことなく、駆動回路部３のみを口金部５側から取り替えられるので、簡便であ
り、また、回路収容部６をそのまま利用することができる。
【００４４】
　上述の例においては、各螺合機構は時計方向へ回転させることによって解除される場合
を例として説明したが、これに限るものでなく、反時計方向へ回転させた場合、各螺合機
構の螺合が解除されるように構成しても良い。
【００４５】
　また、上述の例においては、第１螺合機構においては覆部４を、第２螺合機構において
は保持部１７を、第３螺合機構においては放熱部２を、第４螺合機構においては縮径部６
Ｂを夫々同一方向に回転させることにより、各螺合機構が解除される場合を例として説明
したが、これに限るものでない。例えば、少なくとも一つの螺合機構と他の螺合機構との
解除のための回転方向が異なるように構成しても良い。この場合、解除を意図しなかった
別の螺合機構の解除を防止することが可能となる。
【００４６】
　本発明の実施の形態１に係る照明装置は、上記の記載内容に限定されるものでない。例
えば、一つの照明装置を用い、消費電力の異なる個別の照明装置としての使用も可能であ
る。つまり、ＤＣ‐ＤＣコンバータを備えると共に、駆動回路部３が６０Ｗ形までに対応
できるように構成することにより、２０Ｗ形、４０Ｗ形又は６０Ｗ形の光源部１を取り付
けた場合は、夫々２０Ｗ形、４０Ｗ形及び６０Ｗ形の照明装置として使用することが可能
となる。
【００４７】
　本発明の実施の形態１においては、駆動回路部３と口金部５とを第２ピンプラグと第２
レセプタクルにて通電する場合を例として説明したが、これに限るものではない。例えば
、リード線により通電しても良い。この場合、駆動回路部３と口金部５とは着脱が困難な
構成となるが、回路部７と光源部１、放熱部２及び覆部４との関係は変わらず、それぞれ
互いに着脱可能な構成であるため、支障はない。
【００４８】
　本発明の実施の形態１においては、覆部４が乳白色である場合を例として説明したが、
これに限るものでない。例えば、覆部４を着色することにより、光源の白色ＬＥＤ１１，
１１，１１，…のみからは発現させることが出来ない多様な色の光を演出することが可能
となる。
【００４９】
　本発明の実施の形態１においては、内側保持筒２２と外側保持筒２３の間にコルゲート
状の放熱フィン２１を設けることで放熱部２を構成したが、これに限るものではない。例
えば、内側保持筒２２と外側保持筒２３の間に板状の複数のフィンを放射状に設けても同
様の効果が得られる。
【００５０】
　本発明の実施の形態１においては、光源部１に放熱部２、覆部４を着脱可能に装着する
場合を例として説明したが、これに限るものではない。例えば、放熱部２と覆部４が直接
的に着脱可能に装着したものであっても、同様の効果が得られる。
【００５１】
　本発明の実施の形態１においては、放熱部２が光源部１の保持柱１７の中間部１７ａの
外周面に第２螺合機構にて螺合され、保持柱１７は、口金部５側端部１７ｂが回路収容部
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６に第３螺合機構にて螺合されることにより、放熱部２及び光源部１が夫々螺合機構を用
いて着脱可能に構成された場合を例として説明したが、これに限るものでなく、保持柱１
７（光源部１）及び放熱部２が夫々着脱可能に構成すれば良い。例えば、保持柱１７に係
合孔を設け、該係合孔に係合する係合片を放熱部２に設けてなる係合機構にて着脱可能に
構成してもよい。逆に係合孔を放熱部２に設け、係合片を保持柱１７に設けても良い。ま
た、放熱部２は外側保持筒２３を備えているとして説明したが、外側保持筒２３を備えて
いない構成としても良く、また、放熱フィン２１単体で着脱可能に構成しても良い。いず
れの場合においても、本発明の実施の形態１に係る照明装置の設置方向に係わらず、放熱
効率を維持することができる。
【００５２】
　（実施の形態２）
　図５は本発明の実施の形態２に係る照明装置の構成を示す要部分解斜視図である。なお
、実施の形態１と同一の部分については同一の符号を付してその詳細な説明を省略する。
【００５３】
　本発明の実施の形態２に係る照明装置の放熱部２は、保持柱１７と螺合するためのメネ
ジ２２１が内側に設けられた円筒状の内側保持筒２２と、内側保持筒２２に保持されるメ
ッシュ状の複数の放熱円板からなる放熱円板群２１Ａとを備えている。前記放熱円板は円
環状であり、基盤１４の直径と略等しい外径を有している。また、前記放熱円板の中央部
には、内側保持筒２２の外径と略等しく、内側保持筒２２が貫通可能な内径の貫通孔が設
けられ、前記放熱円板が内側保持筒２２の外周面に固定されている。複数の前記放熱円板
は内側保持筒２２の外周面に沿って軸方向に並設（積層）されて放熱円板群２１Ａをなし
ている。内側保持筒２２と、放熱円板群２１Ａとは何れもアルミニウム製である。
【００５４】
　実施の形態２においては、ＬＥＤモジュール１３から発生する熱が、基盤１４、保持柱
１７、内側保持筒２２、放熱円板群２１Ａの順に伝導される。その後、ＬＥＤモジュール
１３から発生する熱は、放熱円板群２１Ａの外側及びメッシュの間を通流する外気中によ
り放出される。本発明の実施の形態２に係る照明装置の放熱円板はメッシュ状であるので
、放熱面積が十分に確保される。放熱部２は実施の形態１と同様の第２螺合機構にて保持
柱１７に着脱可能に螺合されている。放熱部２を取り外す場合には、実施の形態１に記載
のように光源部１及び放熱部２を取り外した後、放熱部２を時計方向に回転させることに
より、第２螺合機構の螺合を解除して、放熱部２を光源部１の保持部１７から分離する。
なお、このような例に限るものでなく、螺合機構の解除のための回転方向が反時計方向で
あるように、螺合機構を構成しても良い。
【００５５】
　実施の形態２においては放熱円板群２１Ａがアルミニウム製である場合を例として説明
したが、これに限るものではない。例えば、銅などの熱伝導性の高い素材を用いても良い
。
【００５６】
　（実施の形態３）
　図６は本発明の実施の形態３に係る照明装置の構成を示す要部分解斜視図である。なお
、実施の形態１又は２と同一の部分については同一の符号を付してその詳細な説明を省略
する。
【００５７】
　本発明の実施の形態３に係る照明装置の放熱部２は、保持柱１７と螺合するためのメネ
ジ２２１が内側に設けられた円筒状の内側保持筒２２と、内側保持筒２２に固定されてい
る多孔質の放熱ブロック２１Ｂとを備えている。放熱ブロック２１Ｂは基盤１４の直径と
略等しい直径の円筒状をなしており、中心部には内側保持筒２２の外径と略等しく、内側
保持筒２２が貫通可能な内径の貫通孔が設けられている。該貫通孔内に内側保持筒２２が
挿入された状態で、内側保持筒２２の外周面に放熱ブロック２１Ｂの前記貫通孔の内面が
固定されている。内側保持筒２２と、放熱ブロック２１Ｂとは何れもアルミニウム製であ
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る。
【００５８】
　いわゆる異形粉又は球体粉の形状を有する金属粉の成形体（金属粉体）をその金属の溶
融点前後の温度にて加熱処理した場合、金属粉の粒子表面にのみ液相が形成されるので金
属粒子同士の接触部分にはいわゆるネッキングが形成されるが、接触部分の残余部分はい
わゆる金属粒子間の空隙が形成される。従って、前記加熱処理が施された金属粉体（焼結
金属）は、前記ネッキングによって耐久性（強度）が向上すると共に、前記空隙からなる
無数の開気孔又は閉気孔を含む多孔質になる。このような多孔質の焼結金属からなる放熱
ブロック２１Ｂは、放熱面積を十分に確保することが可能となる。
【００５９】
　実施の形態３においては、ＬＥＤモジュール１３から発生する熱が、基盤１４、保持柱
１７、内側保持筒２２、放熱ブロック２１Ｂの順に伝導される。その後、ＬＥＤモジュー
ル１３から発生する熱は、放熱ブロック２１Ｂの外側表面と、内部の開気孔の内面とを介
して外気中に放出される。放熱部２は実施の形態１と同様の第２螺合機構にて保持柱１７
に着脱可能に螺合されている。放熱部２を取り外す場合には、実施の形態１に記載のよう
に光源部１及び放熱部２を取り外した後、放熱部２を時計方向に回転させることにより第
２螺合構造の螺合を解除して、放熱部２を光源部１の保持部１７から分離する。なお、こ
のような例に限るものでなく、螺合機構の解除のための回転方向が反時計方向であるよう
に、螺合機構を構成しても良い。
【００６０】
　実施の形態３においては、内側保持筒２２と放熱ブロック２１Ｂがアルミニウム製であ
る場合を例として説明したが、これに限るものでなく、例えば、ブロンズやステンレスな
どの放熱性の良い金属、又はセラミックスなど焼結可能な素材を用いても良い。
【００６１】
　（実施の形態４）
　図７は本発明の実施の形態４に係る照明装置を覆部４側から見た要部平面図であり、図
８は、図７のVIII‐VIII線による断面図である。なお、実施の形態１乃至３と同一の部分
については同一の符号を付してその詳細な説明を省略する。
【００６２】
　本発明の実施の形態４に係る照明装置は、光源部１の保持柱１７が螺合されるためのネ
ジ孔（メネジ）６８を内側に有する円筒状の回路収容部６と駆動回路部３とからなる回路
部７を備えており、保持柱１７の外周面には回路収容部側壁６７に螺合するためのオネジ
１７１が設けられている。ネジ孔６８及びオネジ１７１は第５螺合機構を構成しており、
該第５螺合機構によって光源部１が回路収容部側壁６７に着脱可能に取り付けられている
。回路収容部側壁６７の一端の縁は基盤１４と当接している。回路収容部６はアルミニウ
ム製であり、口金部５と絶縁部材（図示せず）を介して接続している。
【００６３】
　回路収容部６内には、ＬＥＤモジュール１３を駆動するための各種回路部品からなる駆
動回路３１と、駆動回路３１が一方の面に半田付けされている円板状の回路基板３２とを
備える駆動回路部３が収容されている。回路基板３２は回路収容部６の内径と略等しい直
径を有しており、駆動回路部３は回路収容部６内に装入されている。回路基板３２の他方
の面は、第１ピンプラグ１６が設けられた保持柱１７の口金部５側面と対向しており、第
１ピンプラグ１６に対応する第１レセプタクル（図示せず）が設けられている。
【００６４】
　回路収容部６の外周面には放熱部２が着脱可能に螺合されるためのオネジ６５が設けら
れており、回路収容部６は一端の縁が基盤１４と当接しており、他端側には底面６６を有
している。底面６６の外側の中央部に略円筒状である口金部５が絶縁部材（図示せず）を
介して設けられ、底面６６の内側の中央部には口金部５と接続する第２ピンプラグ５１が
設けられている。駆動回路部３には第２ピンプラグ５１に対応する第２レセプタクル（図
示せず）が設けられており、口金部５は第２ピンプラグ５１を介して駆動回路部３に接続
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している。
【００６５】
　放熱部２は、回路収容部６のオネジ６５と螺合するためのメネジ２７１を内側に設けた
円筒状の被保持筒２７と、被保持筒２７の周方向に並設された連結板２６，２６，２６，
…と、連結板２６，２６，２６，…を介して被保持筒２７に連結されている円錐台形状の
放熱笠２５とを備えている。被保持筒２７のメネジ２７１及び回路収容部６のオネジ６５
は第６螺合機構を構成しており、該第６螺合機構によって放熱部２は回路収容部６へ着脱
可能に固定されている。
【００６６】
　被保持筒２７の外周面には８つの連結板２６，２６，２６，…が空気路Ｃを隔てて等配
されている。放熱笠２５は、覆部４、光源部１及び回路収容部６を囲むように配設されて
おり、一端部の内側にて連結板２６，２６，２６，…と連結されている。また、放熱笠２
５は被保持筒２７から遠ざかるに従って拡径している。被保持筒２７、連結板２６，２６
，２６，…及び放熱笠２５は何れもアルミニウム製であって一体形成されている。
【００６７】
　実施の形態４においては、ＬＥＤモジュール１３から発生する熱が、基盤１４、保持柱
１７、回路収容部側壁６７、被保持筒２７、連結板２６，２６，２６，…、放熱笠２５の
順に伝導される。その際、ＬＥＤモジュール１３から発生する熱は、空気路Ｃを介して放
熱笠２５の内側を通過する外気及び放熱笠２５の外側を流れる外気によって外気中に放出
される。また、放熱笠２５は被保持筒２７から遠ざかるに従って拡径しており、照射する
角度を調整する機能も備えている。
【００６８】
　実施の形態４においては、被保持筒２７、連結板２６，２６，２６，…、放熱笠２５が
アルミニウム製である場合を例として説明したが、これに限るものでなく、例えば、ブロ
ンズやステンレスなどの放熱性の良い金属、又は熱伝導性の良いセラミックス、樹脂など
の素材であっても良い。
【００６９】
　一方、基盤１４の縁には覆部４が着脱可能に螺合されるためのオネジ部１５が設けられ
、覆部４の縁部の内側にはオネジ部１５と螺合するためのメネジ部４１が設けられている
。従って、覆部４が割れた場合等には、覆部４を時計方向に回転させることにより、覆部
４を基盤１４から分離し、新しい覆部４に取り替えることが可能である。また、光源部１
に断線が発生した場合等には、上述のように覆部４を取り外し、保持部１７を時計方向に
回転させることにより、第５螺合機構の螺合を解除して回路収容部６から分離し、光源部
１を取り替えることが可能である。一方、放熱部２の放熱笠２５の外側及び内側の埃を掃
除する場合等には、放熱部２を時計方向に回転させることにより、第６螺合機構の螺合を
解除して放熱部２を回路収容部６から分離し、放熱笠２５の掃除を行うことが可能である
。また、駆動回路部３に断線が発生した場合等には、上述のように光源部１を取り外した
後、駆動回路部３を抜き出すことによって駆動回路部３が第２ピンプラグ５１から外され
るので、駆動回路部３を取り替えることが可能である。
【００７０】
　なお、駆動回路部３の抜き出しを容易にするため、駆動回路部３の他方の面にツマミを
設けても良い。また、上述の例においては、第５螺合機構及び第６螺合機構を時計方向へ
回転させることによって解除される場合を例として説明したが、これに限るものでなく、
反時計方向へ回転させた場合、各螺合機構の螺合が解除されるように構成しても良い。
【００７１】
　実施の形態４においては、第５螺合機構を光源部１の保持柱１７の外周面に設けられた
オネジ１７１と、回路収容部側壁６７の内側に設けられたネジ孔（メネジ）６８によって
構成されるものとしたが、これに限られるものではない。オネジを設けた位置にメネジを
設けるとともにメネジを設けた位置にオネジを設けて螺合機構を構成しても良い。　　　
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【００７２】
　（実施の形態５）
　図９は本発明の実施の形態５に係る照明装置の構成を説明するブロック図である。なお
、実施の形態１乃至４と同一の部分については同一の符号を付してその詳細な説明を省略
する。
【００７３】
　実施の形態５に係る照明装置は、第１ピンプラグ１６を介してＬＥＤモジュール１３と
接続される駆動回路部３を備えており、駆動回路部３を制御する制御部７０と、ＬＥＤモ
ジュール１３の温度を検出する温度検出部９と、温度検出部９の検出結果に基づいてＬＥ
Ｄモジュール１３の白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…を点灯又は消灯させる点灯制御部８
とを備えている。
【００７４】
　複数の白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…が使用される場合、ＬＥＤモジュール１３から
発生する温度は摂氏１００度以上に達する場合がありうる。しかし、ユーザによる取替え
作業が素手で行われることも想定される。従って、使用途中における取替え作業の際、ユ
ーザが火傷をしないように、ユーザの素手と接触する部分（例えば覆部４及び放熱部２）
の温度を制御する必要がある。また、ＬＥＤを高温で制御し続けると短寿命の原因にもな
る。このような事情を考慮した場合、ＬＥＤモジュール１３から発生する温度を摂氏９０
度（安全限界温度）以下に制御することが望ましい。
【００７５】
　温度検出部９はＬＥＤ基板１２に設けられ、ＬＥＤモジュール１３から発生する温度を
検出する。例えば、温度検出部９の検出結果が安全限界度以上である場合、制御部７０は
点灯制御部８にＬＥＤモジュール１３の白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…の消灯を指示し
、点灯制御部８は白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…を消灯させる。その後、ＬＥＤモジュ
ール１３の温度が下がり、温度検出部９の検出結果が安全限界度以下である場合、制御部
７０は点灯制御部８に白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…の点灯を指示し、点灯制御部８は
白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…を点灯させる。
【００７６】
　本発明の実施の形態５においては、安全限界温度を摂氏９０度とした場合を例として説
明したがこれに限るものでなく、必要に応じて安全限界温度を自由に設定可能に構成して
も良い。
【００７７】
　本発明の実施の形態５においては、点灯制御部８を備え、ＬＥＤモジュール１３から発
生する温度が安全限界温度以上である場合は白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…を消灯させ
る例について説明したがこれに限るものでない。例えば、ＬＥＤモジュール１３の白色Ｌ
ＥＤ１１，１１，１１，…に供給する電流量を制御する電流制御手段を備え、ＬＥＤモジ
ュール１３から発生する温度が安全限界温度以上である場合は白色ＬＥＤ１１，１１，１
１，…に供給する電流量を減少させるように構成しても良い。
【００７８】
　（実施の形態６）
　図１０は本発明の実施の形態６に係る照明装置１００の作用を説明するための構成ブロ
ック図である。本発明の実施の形態６に係る照明装置１００は、遠隔操作装置Ａにより遠
隔操作される。なお、実施の形態１乃至５と同一の部分については同一の符号を付してそ
の詳細な説明を省略する。
【００７９】
　実施の形態６に係る照明装置１００は、第１ピンプラグ１６を介してＬＥＤモジュール
１３と接続される駆動回路部３を備えており、駆動回路３を制御する制御部７０と、制御
部７０の指示に応じてＬＥＤモジュール１３の白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…に供給す
る電流量の増減及び断続を行う電流制御部１８と、遠隔操作装置Ａからの信号を受信する
受信部１０とを備えている。
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【００８０】
　ユーザは遠隔操作装置Ａを操作することにより、照明装置１００の明るさと、点灯又は
消灯とを遠隔で操作することが可能である。例えば、ユーザが遠隔操作装置Ａを操作する
ことによって明るさを増加させる指示の信号が遠隔操作装置Ａから送信された場合、受信
部１０が前記信号を受信する。制御部７０は受信部１０が受信した信号に基づいて、電流
制御部１８へ電流量の制御（増加）を指示する。制御部７０の指示に従って電流制御部１
８は白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…に供給する電流量を増やす。
【００８１】
　このように本発明の実施の形態６においては、電流制御部１８を備え、遠隔操作装置Ａ
からの信号に基づいて電流制御部１８が白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…に供給する電流
量を制御し、照明装置１００の明るさ及び点灯又は消灯を調整する場合を例として説明し
たが、これに限るものでない。例えば、各白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…毎に点灯又は
消灯制御可能に構成し、各白色ＬＥＤ１１，１１，１１，…の点灯又は消灯を別々に制御
することにより、照明装置１００の明るさ及び点灯又は消灯を調整するようにしても良い
。
【００８２】
　以上、実施の形態１乃至６において、光源部１、放熱部２、覆部４及び回路部７の全て
が個々に着脱可能な場合を例示して説明したが、全てが着脱可能でなくてもよく、少なく
とも一つが着脱可能であれば、取替え又は掃除等のメンテナンスが容易に行えるという本
願の効果を享受できる。つまり、例えば、回路部７のみが着脱可能で、他の光源部１、放
熱部２及び覆部４が一体的に形成されている形態や、一体的に形成された覆部４及び光源
部１の２つの部分が着脱可能で、他の放熱部２及び回路部７が一体的に形成されている形
態であっても、着脱可能な部分の取替え又は掃除等のメンテナンスが容易に行える。
【００８３】
　なお、今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって、制限的なものではない
と考えられるべきである。本発明の技術的範囲は特許請求の範囲によって画定され、また
特許請求の範囲の記載等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図され
る。
【図面の簡単な説明】
【００８４】
【図１】本発明の実施の形態１に係る照明装置の構成を示す概略要部縦断面図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る照明装置の要部分解斜視図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る照明装置の放熱部の構成を示す要部分解斜視図であ
る。
【図４】本発明の実施の形態１に係る照明装置の要部電気回路図である。
【図５】本発明の実施の形態２に係る照明装置の構成を示す要部分解斜視図である。
【図６】本発明の実施の形態３に係る照明装置の構成を示す要部分解斜視図である。
【図７】本発明の実施の形態４に係る照明装置を覆部側から見た要部平面図である。
【図８】図７のVIII‐VIII線による断面図である。
【図９】本発明の実施の形態５に係る照明装置の構成を説明するブロック図である。
【図１０】本発明の実施の形態６に係る照明装置の作用を説明するための構成ブロック図
である。
【符号の説明】
【００８５】
　１　光源部
　２　放熱部
　３　駆動回路部
　４　覆部
　５　口金部
　１１　白色ＬＥＤ
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　２１　放熱フィン
　２１Ａ　放熱円板群（放熱板）
　２１Ｂ　放熱ブロック
　１００　照明装置
　Ａ　遠隔操作装置

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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